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研究成果の概要（和文）：本研究により、本邦企業の広報・コミュニケーション機能に関して、次の3点の成果
を得た。①日本の企業広報は、ジェネラリスト広報である。日本の広報マネジャーのキャリアは欧米の広報実務
家のキャリアと大きく異なり、広報・コミュニケーション領域に閉じていない。②日本型広報モデルの拡張とし
て、全社経営の中で上級マネジャー育成への寄与が可能である。本邦企業の広報マネジャー経験者の中から多く
の上級マネジメント層を輩出しているとの観察から出発して広報機能の本質の再検討に基づき日本特殊的ではな
い上級マネジャー育成モデルを提案した。③アジア・太平洋地域23カ国・地域の広報実務家の調査から日本の実
務家の特徴を把握した。

研究成果の概要（英文）：The following three results were obtained from this research regarding the 
public relations and communication functions of Japanese companies. 1) Corporate PR in Japan is 
generalist PR. The career of a Japanese public relations manager differs from the career of a public
 relations practitioner in Europe and the United States, and is not closed in the field of public 
relations and communication. 2) As an extension of the Japanese-style public relations model, PR 
function is possible to contribute to the development of senior managers in company-wide management.
 Starting from the observation that many Japanese PR managers extend their careers to top management
 positions, we proposed a not-Japan-specific model of corporate executive candidate training model 
based on a reexamination of the nature of the public relations function. 3) We identified the 
characteristics of Japanese PR practitioners from a survey of practitioners in 23 countries in the 
Asia-Pacific region.

研究分野： 国際広報論

キーワード： 広報　コーポレート・コミュニケーション　広報マネジャー　企業内キャリア　プロフェッショナリズ
ム　広報実務の国際比較　戦略実行

  ３版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
広報・コミュニケーション機能は企業経営の中で重要な意味を持つことは、近年認識が深まっている。しかし、
企業の存続に関わるような機能であるにもかかわらずこの機能を包括的に捉える研究は多くない。本研究は、広
報・コミュニケーション機能を担う組織と人材に焦点を当てて、印象論ではなく定量的に状況を捉え、そこから
日本型広報モデルと言うべきモデルを提示したところに学術的意義がある。この研究での実証的アプローチは、
実務家にとって企業の中での位置付けを考える基礎となるものであり、またグローバルな展開の中で自身の現状
を相対化して考える切っ掛けとなるものである。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 広報・コミュニケーション機能の重要性の認識は近年広く共有されるようになってきている。
しかし、広報研究において企業経営全体の中で包括的にこの機能を分析する作業は緒に就いた
ばかりと言わざるを得ない。本研究に先行する基盤研究(C)「日系企業の環境変化適応と広報機
能：広報人材・組織論的アプローチによる実証的研究」の研究成果を出発点として、本邦企業
の広報・コミュニケーション機能の実態解明と活動の規定要因を明らかにすることを目的とし
て研究を実施した。2013～15 年度の研究において本邦企業の広報組織と人材に関しての知見
を得たが、それをベースに日本型広報モデルを検討することが必要であった。広報研究におい
てはこれまで組織と人材編成に注目する研究はほとんど存在していない。これまでの研究は、
広報実務家の活動の結果に集中しており、他には実務家のリーダーシップ研究、実務家の職業
倫理や職業意識に集中している。我が国の広報研究でも広報活動のアウトカムやソーシャルメ
ディアの効果などに研究関心が集中し、組織・人材面からのアプローチは行われていない。組
織と人材に焦点を当てることにより、広報・コミュニケーション機能を包括的に把握すること
が可能であり、企業経営の中で広報を考える実務家にとっても意味のある研究となる。 
 
２．研究の目的 
 欧米での広報研究や研究者との意見交換を通じて得られる印象から、本邦企業の広報・コミ
ュニケーション活動が欧米企業のそれに格段に劣ることは無いと考えられる。この素朴な観察
が本研究の出発点であり、本研究で達成を目指す研究課題は、本邦企業の広報・コミュニケー
ション機能の活動を組織・人材面から明らかにすることである。機能の実態に、人材構成や部
門内での業務分担、スペシャリストとジェネラリストの構成といった点から接近する。その際、
注目するのは平常時の活動である。ここでの研究対象は、既に構築している広報人材データベ
ースが上場企業を中心とした大企業であることから、本研究も上場企業を主たる対象とする。
本研究の研究仮説として次の 3 点を置き、定量的、定性的分析により検証する。①本社機構の
中に独立の広報関連部署が存在し、日常的な広報・コミュニケーション活動の調整を行い、継
続性、一貫性を確保しようとしている、②継続性、一貫性の確保にあたって、広報部門の人的
配置と人材マネジメントが考えられ、幅広い経験を有するマネジャーと専門職としての経験を
蓄積した人材を配置している、③広報業務の展開にあたって経験、技能の蓄積が部署内で継承
されて業務遂行を支えている。 
 
３．研究の方法 
 本研究の研究目的を達成するために、先行する研究で構築してきたデータベースに基づく定
量的把握および広報部門長に対するインタビュー調査を組み合わせて実施した。本研究の遂行
にあたっては、広報研究と広報実務の両面に精通している研究協力者の協力を得て、共同研究
として実施した。また、グローバルな視点から本邦企業の広報活動の特質を検討するために、
米国の国際学会での討議に加えて、研究代表者が参加する Asia-Pacific Communication 
Monitor (APCM) 調査プロジェクト（ドイツ、オーストラリア、シンガポールの広報研究者が中
心となりアジア太平洋地域の 23 カ国・地域の広報実務家を対象とした大規模な国際調査で、
2015 年に第一回、2017 年に第 2回調査が実施された）を通して、実証的な国際比較を行った。 
 
４．研究成果 
本調査の研究成果を以下の 3点に整理して記述する。それぞれ、学会発表、書籍、論文とし

て公開済みである。 
 
(1)日本の広報はジェネラリスト広報である。 
 独自に構築した広報・コミュニケーション人材と組織に関するデータベースの詳細分析によ
り、従来経験的にあるいは体験談として語られてきた本邦企業の広報マネジャー（広報関連部
署の部長および広報関連業務の担当役員）のキャリアを定量的に把握した。ここで明らかにさ
れた点は以下の諸点で、実務家の間ではよく知られある意味では周知のことである。本研究の
成果は、この点を定量的に把握し日本型広報モデルとしてその特質を議論したことである。 
 まず、データ分析から明らかになった点を列挙する。 
 最終学歴後に新卒入社し、その企業でキャリアを積んでいる。本邦企業の人材獲得の主要

な手段である新卒一括採用、長期の雇用を前提にした人的資源管理の仕組みの下に、広報
マネジャーもおかれている。 

 広報マネジャーの広報ポストでの在職期間は平均 2年 4か月で、比較的短期間で交代して
いる。しかし、中には 13年間同じ職に留まっている例もあり専門化の例も皆無ではない。 

 人事異動データから直前ポストと直後ポストを見ると、広報部長、広報担当役員ともに、
幅広く社内の各機能との間の異動が認められる。事業部門から広報マネジャーに就き、そ
の後事業部門に戻っていくケースが多く、広報・コミュニケーション機能が一部の専門家
によって担われているわけではない。 

 前職～広報ポスト～後職をキャリアパスとして見ると、より上位のポストにつながるケー
スが多く、昇格を果たしている。広報は、キャリア形成の中で一定の役割を果たしている。 

 執行役員広報部長と取締役広報担当という組み合わせが時系列的に増えており、広報・コ



ミュニケーション機能が企業の中で重要性を増していることが窺える。 
 以上の結果から、本邦企業の広報マネジャーについて、米国の実務家との対比から、特徴点
を指摘する。 
 まず、本邦企業の広報マネジャーが新卒一括採用の仕組みの中で就職をしていることから、

専門性に基づいて職に就いたのではないことが明らかである。米国のＰＲ実務家の 80％は
大学で広報、コミュニケーション、ジャーナリズム専攻である（南カリフォルニア大学 2014
年 GAP 調査）とは著しく異なる。 

 したがって、本邦企業の広報マネジャーは広報ポストに就く前に事前の教育・トレーニン
グを受けているわけではなく、その段階では広報の専門職との認識も持たない。 

 限られた範囲ではあるがキャリアパスから明らかなように、本邦企業の広報マネジャーは
トップマネジメントに至るキャリアを想定している。 

 これらのことから、日本の企業広報はジェネラリストによって担われている、ジェネラリス
ト広報であるということが出来る。対して、欧米、特に北米では広報が一つの職業として確立
しており、そのための大学レベルの教育が制度化されているので、スペシャリスト（プロフェ
ッショナル）広報である。 
 ジェネラリスト広報であることで、いくつかの長所を持っている。まず、広報マネジャーが
自社のビジネスを深く理解し、自身がビジョン・ミッションの実現に向けた体験を持っている
ことから、より説得力を持ってステークホルダーと向き合うことが出来ること。第 2に、社内
の様々な職能を経験してきていることで、社内に人的なネットワークを持っていることにより、
対外的な情報発信に迅速に対応できる可能性が高まること。そして、社内各部署に広報業務の
経験者が存在することで、全員広報の体制の基盤が存在することである。 
 広報マネジャーのキャリアを含めて、このような特徴を有する広報・コミュニケーション機
能を、日本型広報モデルと呼ぶ。 
（発表文献） 
Miyabe, J. (2018). A tale of two professionalisms: Human resource management (HRM) and the PR 
function of Japanese companies. In Kunieda, T., Yamamura, K., and Miyabe, J. (Eds.), Public Relations 
in Japan: Evolution of communication management in a culture of lifetime employment (pp. 77-96). 
Abingdon: Routledge. 
Kunieda, T., Yamamura, K., and Miyabe, J. (2018). Concluding remarks: How general are we? In 
Kunieda, T., Yamamura, K., and Miyabe, J. (Eds.), Public Relations in Japan: Evolution of 
communication management in a culture of lifetime employment (pp. 134-141). Abingdon: Routledge. 
 
(2)広報部門にはコミュニケーション活動に加えて企業経営に貢献する役割がある。 
 日本型広報モデルを企業経営全体の中で位置づけたとき、広報の本来の役割であるステーク
ホルダーと組織の間の良好な関係を構築維持することに加えて、企業経営全体への人材面から
の貢献の可能性があることを仮説的結論として提示した。日本型広報モデルが日本特殊的なモ
デルと捉えられがちだが、広報業務の本質から再検討することで特殊的ではない側面を示すこ
とが出来る。ここでの議論では欧米の制度化されたスペシャリスト広報に対する、代替的なモ
デルの可能性を提示することを目標とした。 
 日本の広報マネジャーの中に、広報業務の経験が若手幹部候補生の育成に寄与することを認
識している人たちが存在する。人事ローテーションの中で広報部門を経験することで、その後
のキャリアにとって有益な知識と経験を得ることが出来るとの認識である。優秀な上級マネジ
ャーやリーダーを確保することはグローバルに共通な課題である。リーダーシップ開発や人材
育成に関しては膨大な研究蓄積がある。しかし、広報機能の特性を踏まえた幹部人材育成の可
能性が論じられたことは無かった。一定期間を広報部門で実務にあたることで、上級マネジャ
ー候補は、以下に概観するような多様な経験と気付きを得ることが出来る。そして、人事ロー
テーションが一般的な本邦企業と異なり、欧米企業では難易度は高いと想定されるが、人事ロ
ーテーションが不可能では無いことから、このことは必ずしも日本特殊的な効果ではない。 
 広報機能の特性としていくつか列挙すると、①広報担当者として組織を代表して発言するこ
と：そのためには企業の来歴やビジョン、ミッション、事業の全体像などを深く理解しておく
必要がある、②発信する内容は実態を伴っていなければならず、それはビジネスの現場に存在
する：それを把握し企業の魅力につながるニュースとして発信するためには現場を広く知らな
ければならない、③広報は社内と社外の境界線上にある業務である：社外から自社がどのよう
に見られているか、評価されているかを知る機会を持つことが出来る、④リスクコミュニケー
ションなど緊急対応を要する状況では、現場部門との緊密な連携が必要である：迅速確実な対
応には現場部署の多くのスタッフとの人的ネットワークを持たなければならない、⑤経営トッ
プのコミュニケーションを支援する役割がある：この役割を果たす過程で、トップの思考法や
意思決定の場に触れることになる、⑥広報活動は中長期的な目標設定による活動である：短期
的な利益追求からより長期的な目標設定とそれに向けての可首藤の積み上げを経験することで、
短期志向の払しょくの機会を持つ。これらを通じて得られる、全社を覆う幅広い視野、社外か
らの視点の理解、各部門のビジネス状況の理解、各部門を覆う人的ネットワーク、トップとし
ての疑似体験、中長期志向の認識は、より幅広い業務に責任を持つ立場に就いたときに決定的
な意味を持つことになる。また、組織の失敗に関する組織経済学の研究蓄積から、失敗に至る



原因はコミュニケーションとコーディネーションの失敗に帰着することが示されている。 
 一定期間、広報実務を経験することで、限られた範囲の経験しか持たない上級マネジャー候
補は全社を俯瞰した視野に触れ、同時に自社を代表して発言する場を持ち、社外からの自社の
認識に直接対峙することになる。これらはトップマネジメントとしての行動を準備する実践的
な経験に他ならない。 
（発表報告及び文献） 
Miyabe, J. and Yamamura, K. (2019). PR function’s potential in fostering of corporate executives, 
presented at the 22nd IPRRC. To be published in the Proceedings of the 22nd IPRRC. 
 
(3)グローバルな広報活動の中で、日本の実務家は独自の認識、視野を持っている。 
 Asia-Pacific Communication Monitor (APCM) は広報実務家を対象として、広報実務の状況
と実務家の認識を把握することを目的とする調査で、欧州、中南米、北米、アジア・太平洋地
域で共通の設問構造で実施され、世界95ヶ国、6,000人をカバーするグローバルな調査である。
以下では 2回の APCM の結果から、日本の実務家の特徴を示すことにする。 

 

戦略コミュニケーションの重要イッシューに関する APCM2015、2017 から、重要度の上位 3
位までの各国比較である(図１，２)。日本の実務家は飛びぬけて事業／経営戦略とコミュニケ
ーションの連携を重要視している。それに対して、デジタル、ソーシャルウェブ対応は重要度
が低いと考えている。APCM2017 でも 2015 と同様に、デジタル、ソーシャルウェブ対応が多く
の国で重要度が高いが、日本は事業／経営戦略とコミュニケーションの連携が重要と認識され
ている。重要課題の認識において、日本の実務家は独自の判断をしている。 
APCM2017 で日本の重要イッシュー上位 3位までの項目を各国別に比較すると、日本の 1位は

信頼の醸成と維持、2位は事業／経営戦略とコミュニケーションの連携、3位はトップの意思決
定に資するコミュニケーション機能の強化である。日本の実務家はテクニカルなイッシューよ
りも経営イッシューを重要視している。信頼の醸成・維持を重要イッシュー第 1位とするのは
日本だけで、香港、インド、インドネシア、マレーシア、シンガポール、台湾では重要度は低
いと認識されている。事業／経営戦略とコミュニケーションの連携はベトナム、中国で 1位、
香港、インド、日本で第 2位である。このことから、日本の実務家はマネジメント全体の中で
の広報を考えていると言える。マネジメント全体に関わるイッシューが広報課題として認識さ
れ、テクニカルな側面は活動手段として認識されていると解釈できる。 

 
図３，４は、各種のコミュニケーション手段の重要度判断を見たもので、ここでも日本の実

務家は独自の判断をしている。この図は各国のスタンスを強調するために、APCM2017 の平均値
から各国の重要度判断がどの程度かい離しているかを見たものである。ソーシャルメディアや
モバイルコミュニケーションに関しては、日本の実務家は相対的に重要視しないという意味で



突出している。一方、プリントメディアやオウンドメディアに関しては、重要との判断が示さ
れている。ただ、ソーシャルメディアのような突出した独自の判断というわけではなく、同様
に重要と判断している国がフィリピン、マレーシア、インドなど複数存在する。 
コミュニケーションツールの重要度認識は各国のメディア環境に依存する。この点を国別集

計の対象となった 13カ国についてみると、まず、プリントメディアやオウンドメディア、フェ
ーストゥフェースコミュニケーションを重視するオーストラリア、ニュージーランド、日本が
一つのグループとなる。次にソーシャルメディア、オンラインプレスを重視する中国、台湾、
タイ、香港、インド、ベトナムのグループ。シンガポールはこの二つのグループの中間。そし
てマレーシア、インドネシア、フィリピンは全部重要としている。経済の成熟国グループが従
来型のコミュニケーション手段に重要度を見ているのに対して、経済成長率の比較的高い国で
はソーシャルメディア、オンラインコミュニケーションに傾斜している。全体としては新しい
コミュニケーション手段に傾斜している中で、各国の実務家の判断は、その国の環境や経路依
存性によって多様であることが確認できる。 

 
図５は、近年急速に発展し社会の中で大きな影響力を持ち始めているソーシャルメディアに

関して、実務家の対応能力の自己評価の結果である。日本、オーストラリア、香港の自己評価
が低いが、時に日本は 5段階評価の 3を下回っている。日本の実務家が全社経営の側面から広
報を考え、スキルについては相対的に重要視していないことの具体的な影響がここに表れてい
る。 
このグローバル調査では、調査から得られる指標を使用してエクセレント広報部門を定義し

ている。日本の広報部門長の自己評価では、日本の広報部門の中でエクセレントと見做される
のは、わずかに 5.8％であった。最も比率が高かったのは 37.3％のフィリッピン、以下、ニュ
ージーランド 34.1％、インド 29.0％、インドネシア 26.0％、中国 23.5％である。 
もし、各国の実務家が同じ基準で自己評価を行っていたとすると、日本の広報部門は明らか

に遅れている、レベルが低い、という結論になる。しかし、このような調査で、「同じ基準で自
己評価」という前提条件が成立するとは考えにくい。日本の回答者が比較的慎重に、自らに対
して厳しい評価をしている。仮説として考えられるのは、広報スペシャリストであるか否か、
という点である。ここでのスペシャリストとは、広報に関する専門教育を受け、広報の専門家
として職を得て活動する人、という意味である。スペシャリストは職に就く前に、広報とは何
をやるべきかという認識を教育を通して獲得し、共通の基準を持つ。その基準に基づいて自ら
の活動を評価することになる。さらに、スペシャリストとしての職の維持の点から、自己評価
は高い方に傾くインセンティブが存在する。一方、非スペシャリストはそのような共通の基準
を持たないため、個々に判断の基準を定めなければならない。また、広報の専門ではないこと
から、自身の評価について所属する組織の目標達成への貢献がより重要になる。これらのこと
から、やるべきことはまだある、という方向に評価が振れていくことになる。このような仮説
的議論の根拠として、回答者の最終学歴がある。日本と対象国平均では大きな違いが認められ、
日本は非スペシャリスト傾向が強く、他国はスペシャリスト傾向が強い。また、所属組織の概
要もこの点を示唆するものと考えられる。以上から、日本の広報部門が他国の組織に比べて劣
る、ということは言えない。日本の広報実務家が比較的厳しく自己評価を行っていて、それに
は合理的な理由があるということである。 
以下、2回の APCM 調査結果から得られる結論をまとめておく。 

①日本の広報は（あるいは広報実務家は）広報活動に関する認識や業務に対する姿勢という点
で独自のものを持っているが、アジア・太平洋地域で孤立しているわけではない。様々な側面
で、同様の傾向を持つ国は存在する。全体として、独自性が際立っているということである。 
②コミュニケーション手段について、日本を含む成熟国ではネットメディアより既存メディア
を重視する傾向が見られた。メディア環境の違いや各種メディアに対する信頼度などの経路依
存性というべき条件の違いが背景にある。しかし、情報化の急速な進展の中で、広報活動のた
めの最適ミックスの条件を考えていくための手がかりがここにある。 
③日本の広報実務家は、アジア・太平洋地域の実務家と比較して、相対的にテクニカル・イッ



シューよりもマネジメント・イッシューをより重視している。エクセレント広報部門の結果に
象徴的に示される通り、ジェネラリスト広報としての日本の特徴が示されている。 
（発表報告） 
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